





























観 し、その結果 に基 づいて、検討 ・分析 す るべ き問題 と作業仮説の設定 を行 う。次 に キャ リ
ァ ツ.リー 作 成 にあ.た.づ.てII%一ル∴ 定 義 につ い.て説 萌.した後 に1.・T社:にお..ける1960年:∴65
年 ・70年大 卒入社 者の キ ャ リア ツ リー を用い て、T社 の昇進構 造 とその変化 につ い ての分
析 ・考 察 を行 う。最後 に、本稿 の要約 と今後 の課題 について論述す る。
2.先行研究の概観
日本 企業の昇進構造 につ いて小 池編(199])は、約60社 に対す る聞 き取 りに基づ き、 「入
社 して15～16年後 、課長昇進5U後に、三つの.⇒.卯.ズに分化 する。中枢管理者 コース、部門管
理 者 コース、そ して非管理者 コースで ある」;として、..Laくつ かの例 外 を除いて 、入社 後 、か
なりの年数 を経 た後 に管理職昇進へ の選別 が行 われる.、「おそい選抜 」が見出 された と述 べて
い る。
この ほか にも、複 数の先行研究 が分析 の対象 と しだ:多ぐの 日本企業 において 「おそい選抜」
の傾 向 が見 出 され た と して お り、 ア ンケ ー ト調 査 と して は 日本 労 働 研究 機 構(1993a)
(1993b)(1995)(1998)などがあ る。 この うち 日本労働研究機構(1993b)が、調査 した企
業 の62.7%が「入社 後5年 程度」 は同一6年次 入社者の昇進 ・昇格 に差 をつ けない と してい る
の に対 し、 日本労働研究機構(1998)は、「第1次 選抜出現期」、「横ばい群出現期」 とい う概
念 を.用いて 、調 査 した.日.本の.大企業 に.おい ても同期 入社者 間で 昇進格差 がつ き.始め る時期
.(≒.「第1次 選抜 出現期」〉・は平均7:85年、 さちに彼..らめ半数 以.上の者に とって.上位 役職昇進
の機会 が閉 ざ され る時期(=「 横 ばい群 出現 期」).を平 均.22.3年と.し.て.いる。 この.結果 は凡
.「第1次 選抜 出現期」 がア.メリカ.にお いては平均3.42年、.ド.イツにおいては平 均3.71.年、.「横
ばい群 出現期」 がアメ リカにおいては.平均9.10年、・.ドイツにおいては平均11,48年な どと.い
う結果 と比較す るといずれ も 「おそい選抜」である 。
また 、鉄鋼 お.よび エ ン.ジニ ア リング分 野にお け.る.大企業.「oLL社」の人事デ".タを用 いた
今田.・平田(1995)によれ ば、 日本 企業 の昇進構 造 は3つ の要 素;を持づ.「重層型 キ ャ リァ」
であ り、 それぞれ 「..託律 年功型」;初 期 キャ リア、「昇進 ス..ピー.ド.競争型」 ≧中期 キ ャ.リ..ア、
「トーナメン ト競争型J=後 期キ ャ リアと して確認 され た。
1一方.、Kosenbaum(1984)が用 いた手法で あるキャ リアツ リーを用 いて 、日本企業 の昇進
構造 を分析 した先行研 究 も複数存在 す る。 この うち、花 田(1987)は大企業5社 めキ.ヤリプ
ツ リーを示 した上で 、部長 ←.次長 にな る可能性 が課 長昇進ぺめ第一次 ない しは第二次選抜 に
入 ってい なければ著 しく低 くなるとい..う実態.を報告.し、 日本企業 における厳 しい昇進 ・昇格
競争 の実態 を明 らか に した。そ して 、各 社の キャ リアツ リニ を 「伝 統的保守企業J、「大量採






社か ら退職 までの資格昇格の実態を検証 した。そして、理事昇格段階.ま.でリターンマ ッチ
(敗者復活)が 存在すること、定年時の最終到達資格が定年後の処遇を決定するために、定年
直前まで激 しい昇格競争が行われていることを明 らかにした。.
また、.竹内(1995)は大手金融保険会社A社 の人.事力rド ・面接調査 ・人事担当者への聞
き取 りに基づいて、1966年と1975年に入社 した大卒入社者のキャ..リ.アツリーを描いている。
これによると、キャリアの初期の段階では実質的には 「同期同時昇進」であるものが、時間
の経緯 と共に 「同期時間差昇進」、「選抜」および 「選別」.へ移行 してい くとい う。...
さらに、「銀行職員録』を用いた上原(2003)は.、.…ある銀行では入行後20年以上を経過 し
て も門定のスピー.ド格差の中で同期入行者がほぼ全員昇進 し、他.の都市銀行2行において も
遅い昇進傾向が見出された一方で、...管理職昇進時点から同期入行者間で10年以上の昇進スピ





多くの企業が 「おそい選抜Jな ど一定の共通性.を示す晶方で、そうではな.い企業 も存在する
な.ど、.各々 多様な特徴を持つている.ことを明.らかに.してい.る.(3).=

















仮説②:イ ンセンティブ ・メカニズ ムと.して..リ.ター ンマ ッチが存在す る6
仮に昇進 ス ピー ドが その後の昇進 を強.く規定す る場AC]..一度 で も昇進 が遅 れた者はその後
の競争において著 しく不利 になる.ため～ 「敗:者」.のモ ラ.一ル ・ダウ.ン、モチベーシ ョンの低 下
が発生す るとい うデ メ リッ ト.が考 えられ.る。
この問題 につ いて対応す る制度 と さ.れ.てい る.のが リ.ター ン マ ッチで ある。.先行研 究が示 し
たケー スで は、多 くの 日本企業 が一度 昇進の遅れ た者 に対 して も敗者復 活 の機会 を与 え、彼
らのモチベ ーシ ョン.を維持す る制度 を採用している。 しか し、一方 で リターンマ ッチの性格
や範囲は個 々のケ ースによ って多様で あ り、T.社の:昇進構造全体 の性格 や特 徴の 中でどの.よ
うに位 置付 けられ てい るのか 、異 なる入社 年次の キャリア ツ リーの中で その性格 や特徴 もま














.キ.ヤ.リア ツリーに よる分析 に.先立 ち、..本稿が設定 し.たル ール ・定義 について説明す.る。.
まず 、役職区分 について は大 き.く.分けて 「課長 ・支社長 」、「次長 ・副参 与」、「部長..・支店
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長」、「取締役」の4つに区分 した(s7。T社では 『会社職員録』に掲載 される基準となる課長
クラスの役職とレ(、掲載 されて.いるほぼ全員が 「課長」 あるいは 「支社長」に昇進する。
さらに、その後も昇進する者の多く..がご.「評長 ・支社長尋次母 ・副参与馬部葺 ・支店長 〈→取
締役〉」というルー トを経ている。..こ.のほか役職名..と.L.て確認 された.も..のと.し.ては 「首席駐在
則 ・「駐韻 信 髄 衡 「主任髄 役垣 襟 役Jtoが あるグ これ らの役職について
も4つの区分の中に分類 した。ζ.g～.ラち1..「調査御.1こρ硲ては丁社り社卑..(2005)の記述な
どから、主に 「課長」に対応する職能等級であることが判明:.したため 、「課長 ・支社長」の中
に分類 した。次に、検査部(内 部監査部)独 自の.役職である 「検査役」.記「主任検査役」につ
いては、他部門において 「次長」を務めた者が 「検査役」を、あるいは他部門において 「部
長」 鵬 めた者が 「主任髄 役」を棚 てし'琴 と.などカ'ら・.騨 役」は 「次長 ・鯵 与」
に対応 し、「主任検奄役」は 「部長 ・支店長」に対応.L2i.、うと考 えた。「首席駐在員」、「駐
在員」についても上記の役職と同様の方法で分類 した。
また 「滞留.・退出」め定義 としては、「滞留1.に?いぞはある役職に昇進後、翌年以降 も昇
.進していな
い者を 「滞留」.とし、「退出」cつ いては 『会社職員録』.から名前が消 えた後に復
活 しなかっ.た者を 「退出」 とした。この他、キ.ヤリアツリーφ見方な.どについては別表の説
明の通 りである。
4-z.T社 の管理職 昇進構造 ζその変化 ..
.①1960年大卒入社者の昇進構造
表.1.は1960年に大学卒業後で社に禾社 し、.「課長 ・支社長」.に昇進.し.た者を対象としたキャ
リアヅ.リ.ご(「癌 リ'P"/iJ-196」〉..である.・これによ ると1$ .を除 い姪 財 「糠 ・.
副参与」に昇進 してお妖.こ の段階.での選抜、絞込みを確認するこ.と.は困難である6ま た、
「部長 ・.支店長」昇進については、.勤続.25年目までに ・「次長.・副参与」に昇進 していなけれ
ばならないが、「部長 ・支店長Jへ め罫進確率をみる限.り、ツリー上め.「次長 ・副参与」第1
グループと第3.弗高ヲ鯛 の雛{まぼと酵 魯 ように見脚5.れ.る∴ 一
さらに、「課長.・..支社長」昇進スぜ一.ドと 「部長 ・.宰店長」.昇進の関係性については、先頭
鄭 より約1嘩 釦 課長0.姓長」嘩 したグルプ か・も 「線.・重甑 ・灘
名昇進しておザ 「課長.岐脹! .羅 窄 一ド瞭 搾 .筆琴でゆ1・と考肪 れる・
…方・リターン㍗ チについ継 .斉騨 昇聯 勢 遡 の脚rお .ll下.も・昇進・ピー
ドの速いグルプ 妨 嘩 落を7下 餉 い・矢印≒遅いグルニ勉 ら.の編 を示す上を向
いた矢印の 「矢印の交差」が徽 確郡 き.る.ξ≦.に」娘 ・acu惨与」..羅時には激しい入




































































本稿 におけるキャリアツリーの見方は以下㊧通 りで南 る。.冬枠内の上段の数値は西暦の下二桁、
横 に記 した上段 カッコ内の.数値 は勤続年数 を..示してい る。そして、枠内下段の数値 は当該年.度
に各役職 に昇進 した人数を示.して却 り、 さらに 「課長 ・支社黛」の各枠内.については、 その横
の..ド段 カッコ内に各枠か ら 「部長 ・支店長」 に昇進 した人数をPLした。
次 に～各役職名..卜部に示 されているカ.ヅコ内の数値は1.各役職に最 も速 く昇進 した者 と最 も
遅 く昇進 した者の勤続年数を示 してい る。
また、枠外下部に示 されている二つの数値 は、各枠内に示 された昇進人数のうち1上 位 の役
職に昇進せずに滞留 ・退出 した人数を示 している。
。資1=1謬慰 礁 蹴 躍 謡1襟 灘 覧轡 嘩 搾別の各グルー ガ・
したがって、たとえば表3の1970年大卒入社者のキャ リアツリ..:7で.は～ 84年(勤続15年.目)
に 「課長 ・支社長」に41名が昇進 レ・その うち滞留 した!名 を除いZ.、4Q.名は 「次長 ・副参与」
に昇進 した.がく彼 ら0)う.ち最終的に.「部長 ・.支店長」に昇進:し.たの.は:28.名で ある.こbと、1970年














































































































出所:.『会社職員録」 各年度版 よ り作成.
滞留 ・退出
②1965年大卒入社 者の昇進構造.
表2は1965年に大学卒業後T社 に入社 し、..'「課長.・.皮社長」 に昇 進 した者の キャ リアツ.リー
(「.キャリア ツ'1-1965」)である。.表2では.「課長 ・支社長」.から 「次 長 ・副参与」へ の昇進
確 率.は約96%と 高 い確 率 とな って い:る.。ま.た～「次長 ・副参与 」昇進時の 激 しい リター ンマ
ッ.チも:確認す ることがで きるが、.「次長 ・副参与」.昇進以降 は ζの よう.な.激.しい入れ替 えは確
認 で きない.。、以降.のリター ンマ ッチ.は..£..:基本的 に.勤続:21一一24年.目まで に 「次 長 ・副参与」..に
昇進 した者 を対象 としてお り、適用者 も2名 のみ となって いる。
さらに、勤続23年 目以降 に 「次 長 ・副参与」 に昇進 した者 の滞留 が非常に 多 く、「次長 ・
副参 与」 に勤続21年 一22年 目に昇進 しだ:.グル 「プが約93%(29名 中27名)の 確率 で 「部
長 ・支店長」 に昇進 してい るのに対 し、次 いで勤続23年一一24年目に 「次長 ・副参与」 に昇進
したグル ープで は約39%(18名 中7名):.勤続25年ヶ.:・26…年:目〔に:昇進..したグル 邑ブでは約14.%
(.14.名中2名 〉、 それ以降 で は0%と 急激 に昇.進確率 が低 下 して い る.。こ.れらの 乙とか ら、
1965年大 卒.入社者の昇進構造 では、激 しい入れ替 えを伴 った .「次 長.≒.副参与」..昇進にお ける
昇進 スピー.ドが以降の昇進 に対 して重要 な影響 を与 え:てい ると考 え られ.る。.
また、.最.も.退出者 が発生 して いる の は 「次 長 ・副参.与」在籍 時の 段 階 で.あるが.(10名):.、
退出:レた.10.名が 「次 長...・副参.与」.に勤続26年.目.までに昇進 して い.たの に対:し.～.それよ り..「次
長 ・副参与」..昇進 スピー ドが遅 い者の退出 はゼ ロ.で.あつた、・.・
③1970年大卒入社者の昇進構造
1970年大卒入社者 のキ ャり.アツ リー.(「キャ リアツリ}.1.970」)か.ら.は以下の こと.が読み取
れ る。 まず 、勤続17.年目まで に 「課長 ・支社長」 に昇 進 していれば90%以 上..「次長 ・副 参




次に・「部長 ・支店長」に羅 軽 ⑳'には・聴 で幽 続25年自ま寧.「次長 ・副参与」
に昇進してい鮒 れば蝉"認 汚獅 る・舐.恥 連く 「雑1.ｮ11.参与」に昇進した
者(勤 続21年 目.).のう.ち約79%の 者が.凸「部 長・雪支店長⊥.に昇進 しぐ..深いで勤 続22年 一一23年
昆響 鞭 瓢 撒 錨 、;甑毒器膿 驚 即 叫 勤続24年～
さらに・「部長'.苅長」に群1セ.醜各中・..罫轡 ミ瞬 咳 社年μ・勤続・5年目
に昇進したr.苅 長」第1勿1マ.ズ出身静 物 ており・..款髄 の役職への昇
進とその年次を示す、ツリー皐g～朱印(ρ多くが下を吻駐て㌣る一寿で、リターンマッチを示




.が11名、.「課長 ・支社長」で退出しだ者 が.10.名であつ.た。そして.、「課長 ・支社長」.で退出し
.た10名中、7名がr長 ・支社長`J.:第iグル≒プから.3..年以上遅れた、.勤続18年一25年目に
昇進 したグルー.プに属.してい.…た.のに対.し..1「次長:.・副参与.Jで退出 し.た11名中、.8名が勤続
£1年ん23年目に昇進 した昇進 スピ門.ドめ速いグループに属 しでし..、るなど、「次長 ・.副参与」
昇進以降は一定.以上昇進が遅.れた者ほど退出せず=に.滞留..し.、企業の中に留 まる傾向にある∴.
5.考 察..
5.両.1.1.∴仮 説 お よび 先 行研 究 と..の比 較.による検.証...
.以下 では
㍉..既述.の分析.に基づ いて仮説 め検 証 と先 行研究 との比 較 を通 じて、T社 の 昇進構
造.とその変化 を考察す ることとす る6
まず、仮説① につ い:ては.、:rキ:.ヤりア.ツリ.盆.ユ960上で.は.「課長 ・...支社 長」昇 進ス.ピ』 ド.に
よるその後:の.昇進べめ影響 ばほと ん.ど:ない、之.いう結 果が得 られたよ.また、「キ ゼリァ.ッリー
1965」.で.は.lb..「課長.1・支社長」..昇進 ズ:「ピ』.ド.に関.して.は強い影響 力.はないが、「次長…・副参与」
昇進 スピー ドがその後の昇進 に極 めて重要 で あ..る～..と.い.うことが分かつた。.き..らに」 「キ ャ...リ
アツ リー1970」では最 も重要 なの は 「課 長 ・支社 長」 に第1グ ル ープ(勤 続15年 目)で 昇進
す ることであり、「課長 ・支社長」昇進時の遅れを後 に取 り戻す ごと.が非常.1ヒ.困難 で.あ.る、....とい
う 結果が得 られた。..し.たが.つて.」..仮説① は 「キ ャリ.アツ.iJ-1970!によ.ら:てめみ支持 された。
次 に.、.仮説② につ いて.は、 「キ ャ.リア ツ リ.一1900」.ではキ ャ リ'.アの最終段 階 に入 って も/リ
タ.Lン.》ッチが存在 し、適 用 され る..範囲.も広 いの.が.特徴 であ.る。..とくに 「次長 ・副参与」昇
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進時 には激 しい入れ替 えが行われて いる。 こめ場合.、.昇進 ス.ピ「.ドの速 い者.も最 後 まで逆転
され る.可能性 が.あり、ま.た.ス.ピー.ドの遅 い者 も..「敗者復 活」の可能性 があ.る.ために、 インセ
ンテ.イブ ・メ カニズ ムと して.の機.能.はかな.り大:きい と考:えられ る。 また＼ 「キ ャ リァツ リ』
1965」では 「次長 ・副参与」昇進 時 まで は激 しい入れ替 えが発生 してい るが 、それ以降 は リ
ター..ン.ヤッチの回数 も対象人数 も非常 に少 ない.。ど.くに..=「次長 ド副参与」.にお ける第1グ ル
戸 プと.それ 以外の.グル ープとの 「部長 .・.支店:長」昇進確率 の格 差が非:常.に大 き く、先 頭集団
以外の者 に対す るモ チベ.一シ ョン.維持の.点.で疑問.の残る特徴.と.いえ るポ そ して 「キ ャリア ッ
.リー ...1970」では、上位 の役職への昇進.とそ..の年 次..を.示す矢印の.多.ぐ..が、 まる.で.「ふ るい」に
か:けられ るように下 を向 いてい.る二方で㍉.リ.タ.「ン.マ...ヅチは.ほ.とん.ど皆無 で ある。 したが っ
て.」「キャ.リアツ リー1970」につ いて は、..リ「.タ".ン.マヅチの効果 は極 めて限定 的 なもの.であ
ると考 え られ る。
最 後 に仮説③ につ いては、 まず 「キャ リア ツ リー1960」で は 「部長 ・支店 長」昇進 前の退
出者 がほとん ど存在せ ず、仮 説③ を支持 しないぶ次に.r.キ章 リ=ゲツ リー1965.では最 も退出
者 が発生.して.いるのは 「次 長 ・副参 与」在籍時 の段 階で あるが.=.(全10.名〉、退出 した10名が
「次長.・副参.与」に勤続26年 目まで に昇進.し.2iたのに対.しぐ.それ よ り.「次 長 ・副参与」 昇
進 スピー ドが遅 い者の退 出は ゼロであ った。 また 「キ ャ リアツ リー1970」で は 、「課長 ・支
..社:長」昇 進以降、 「部長 ・.支店 長」 に:昇進 す る前.に.退出:して いる者 が.21名い たが、 この うち
昇進ス.ピー ド別 で最 も多 くの退 出者 が出.て.いるの は1「次長 ・::副参与」昇進.において第1グ ル
1」.プに次 いで昇進ス ピー ドの速 い.、..勤続22年 ～23年目に昇進 した.グル泌 プか らで あつた(24
名 中..7名退 出〉、:.・一方 、r次長 ・副参 与」昇進 以.降.はむし.ろ昇 進が遅.れて.い=る者 ほ.ど退.出せず
.に滞留 し畜企業.の中に留 まる傾向 に ある.。
以.上の.こ.:と..か.ら」 課長・・支社 長」昇進以降 、.1965年お よびig70:年大卒入社者 に.ついて=は.、
:「.部長 ・..支店長⊥..昇進競争 の最終局面 で.あ.る・.r次長=・副参与J選 抜.まで勝 ち.残りな.がち も◎最
終的 に.敗れ た者か ら多 く退出者がmる.こと.、..一方.で・..一定以.ヒ昇進の遅れた.:者.ぼど退 出で.はな.く
滞留 を選択す る傾向にあることが分か つた。...したが づ.て、仮.説③ はいずれのキ.ヤりアヅ リ..一:も
支持 しない とい う結果 となった。ちなみにこの結果は上原(2003)に近い結果 とな ってい.る6
・作業:仮説.の検証 によ.る各 キ ャ.リアツ リーの分析 か.ら、..各入社年次の昇進 構造 は.多くの点で
異 な る特 徴 を有.してい.る.::こと が明.らか となったが、 これ を先行研究 と比較 す る.と..どの よ.う.な
こ とがい えるだ ろうか。 まず 、「キ ャ リアッ リー1960」につい.ては、花 田(1987)がみ度昇
.進に遅 れた と して も、.はつ.きり..とした敗者 復活 の.道が.用意 さ..れてい.ると したぐ 「革 新的企 業」
の昇進構造 に酷似 し.てい る。一方 、.1.「.キャ. り.ア.ツ.9一.1970」・.につ いては.、や:.は:り花田.・.(1.987)
が:「勝 者.を選 別.して い るの では な く、;.むしろ敗.者を選別.して い.る」 と した、敗者 弁別型 の
「伝統 的保守企業」.の昇進構造や竹 内.'(1996)が示 した 「課長職T.で第3選 抜 までに入 らない














5-2.昇 進 構 造 の 変 化 と昇 進 確 率 の低 下:1....
既述 の分析 か ら、T社 の各入社年次の.昇進構 造は 多 くの点で異 なる特徴 を持.ってい ること
が明 らか となつたが、その結果 と.:して.、...各役職 への全体 的 な昇進確 率は どの よう.に変化 した
のだろ うか。
この点につ いて、T社 の.社史..(1982>..llに記載 さ,れ:た.各年次の 大卒 入社者 か ら 「次 長 ・副参
与」 に昇 進 した者 の比 率は、.1.それぞれ 「1960.年入社≒89'29%(28名中25名)」.、「1965年入
:社=.88.16%(76名中67名..)」、;f.197⑪年入社.ニ70.97%...(93.名中66.名〉」.となってお り、1970
.年入社者 にお ける昇 進確率 の低下傾nが 確認 で き.る。 さ.らに、.最終 的r「 部長 ・支店長」.ま
で到 達 した者の比 率は 、「1960年入社=67.86%(2.8名中.1.9.名.〉」:、「1965.年入社=47137%
(76名中36.名)」、「1970.年入社 壽.35.48%.(93名中:.33名〉」.と激 しい昇進確率の低下 が確認 さ
れ た(各 キャ リア..ツリ.一参 照う。す なわ ち、1960:年大.卒入社者.が 「部長:・支店長」..昇進.時期
を迎.えた80.年代 ど1965年大卒.入社者 および197⑪年大卒 入社 者 が.・「部長 」=支店 長」昇進時期
を迎 えた.90年代.の約10年 間の間に、T社 では部 長 ク:ラスペの昇進確率 が大幅 に低 下 したこ.と
が明 らか.となった。...
そ.れで.は～ なぜ この よ.うな従業員の モチベー シ ョ.ンに大 きな影響 を与 えかね ない急激 な昇
進確率 の低下 庶 ・.「.キャ リァツ リ.一1965」に象徴 的 な.「部長 」支店 長.」昇進に.おけ.る厳 しい
絞込み が90.年代 に集.中して現れたのだ ろ.うか。.
.い.くつ..かの理 由が考 え られ る.が、そ..の.う.ちど ぐに重要 と思 われ る.のは大卒採用 者の 急増
(.r.同期入 社の増加 〉、バ ブル崩 壊後 におけ る組織拡 大の停滞 に伴:う.ポス ト.不足で.ある』T社
の社.史.〈1982)によれば、T社 の.1:960年、.65年、.70年の大卒入社者はそ..れそれ28.名、.76名.、
93名(う ち女性.1名.)であ っ.た:。つ まり、約10年 の 間に採用者数 は約3倍 に膨 れ.上が.うた。
したがって、「部長 ・.支店長」 に昇進で きる者の比率 を維持 す るためには、用意 され る管理職
一・一68一
.大手損害保険会社における管理職昇進構造とその変化
ポス トもこれに比例 して増 えていなければならない。
この点について、有価証券報告書を基に.T社の各年度の従業員の人数、平均年齢、.T均勤
続年数の推移 を確認 したところ、80年代後半か ら90年代前半において急激に従業員が増加
.し、.その後、従業員数が減少に転.Lる中で、従業員.の平均年齢と平均勤続年数が上昇傾向に
あったことが明 らかとなつた。また、.『会社職員録』を基.に84年、90年、96年、2002年の管
理職(層)数 を確認 したところ(役員を除く)、90年代において管理職比率が横ばい、若 し
くは.や 微増傾向にあったことが明 らか となった(グ ラフ1参照)。
一方乱....人事施策による変革の影響については、社.史および 『会社職員録』を確認 した限 り、
管理職比率に:大きな影響 を与え得 るような、90年代における大規模な組織改編や管理職の中
抜 き ・フラッ ト化などは確認で きなか った(6)。またくキャリアツリーによる分析において
も、各役職への昇進が可能となる勤続年数や滞留年数に.ついて.、一定の共通性が確認 された
ことから、.90年代における部長クラス昇進確率の低下.は、こ.の時期に部長クラス昇進 を迎え
た世代における同期入.社者の増加と業績悪化 に伴 う組織拡大の停滞による管理職ポス ト不足
が主たる原因であり、人事施策による影響は.そ.の.ような変化の中での(管 理職比率の抑制を












































以.上、キャ.リアツワ由を描 くことによ.ってT社 のiL4と その変化について分析を行 っ











シ ョン維持などの点で疑問が残ったが、さらに結果 として90年代に 「部長 ・支店長」への昇
進確率を大幅に低下させで.い.たこ..と.が.明..ら.力季と .なっ:た。:.そし..て.、:その原因としては大卒採用
者の増加と不況による組織拡大の停滞による影響の町能性が推測された。
丁:な脚 継 課題も多～'適ζ棋 騨 ③の結果についτは課 長クラ・昇進以前腿








本稿では・嘩 騨 とい?腸 に?taZ,r組m・ やける鐸 騨・噸 的御 で・・昇進
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